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415条の 2 第 1 項）。但し、監査委員会を選択した場合には、これと重複する
ような監督機関は不要となるため、監査役を置くことはできないものとされ
                                                                 





 3) 最近の商法改正は 2014 年 3 月 11 日（法律第 12397 号）国会を通過し、2015 年 3
月 12 日に施行された。なお、本稿では、社外取締役と監査委員会設置会社に最も
影響を与えている 2009年商法改正と 2011年商法改正をもって紹介する。 
 4) 韓国で大規模上場会社は、資産総額 2兆ウォン以上の証券会社および上場会社のこ
とをいう（商法施行令 37条 1項）。 
－１７０－ 日本経大論集 第４４巻 第２号
 
 



















設 置  株式会社は、定款の定めによって監査等
委員会を設置することができる（326条 2 
項）。監査等委員会設置会社は、取締役会











（911条 3 項22号イ・ロ・ハ）。 













（415条の 2 第 1 項）。
構 成  監査等委員会は、すべての監査等委員で
















第 3 項）。 
役を置くことができない（415条の 2 第 1 
項）。
監査委員会の監査委員は 3 名以上で、その 
3 分の 2 以上は社外取締役であることを要






















任 期  監査等委員会設置会社の取締役の任期は 
1 年であるが（332条 3 項）、監査等委員で
ある取締役任期は 2 年とされ、かつ、その
短縮は認めない（332条）。 




該当するものをいう（ 2 条15号）。 
















でなければならない（542条の 8 第 1 項）。
監査委員会は中立性と客観性を確保する
ために監査委員の 2/3 以上は社外取締役





















 4  当該会社の親会社等の子会社等（当該
会社およびその子会社を除く。）の業務
執行取締役等でないこと。 
































































権 限  監査等委員会は、取締役（会計参与設置
会社では取締役・会計参与）の職務の執
行を監査し、監査報告（436条 2 項 2 号）
を作成することを基本的な任務とする





























使される（399条の 6 第 1 項）。 
商法は、監査委員会の権限と義務に関して
は、監査役に関する規定を準用するとして
いる（415条の 2 第 7 項）。
①監査役に代わって取締役の職務の執行













る（412条の 2 ）、 
⑤株主総会の招集請求権を行使できる
（412条の 3 ）、 
⑥会社と取締役の間の訴え等における会
社の代表権をもつ（394条） 
⑦外部監査役の提案権（外監 3 条 2 項）。
監査委員会の義務に関しては、監査役の義
務の規定を準用する（415条の 2 第 7 項）。
すなわち、監査録作成義務（413条の 2 第 1 
項）、取締役会に対する報告義務（391条の 
2 第 2 項）、株主総会に対する調査・報告義
務（413条）、取締役会に対する監査報告書
の提出義務（447条の 4 第 1 項）などが、
監査委員会に準用されている。
－１７４－ 日本経大論集 第４４巻 第２号





























2 第 7 項、400条 1 項）、監査委員の身分に
関する訴えが提起された場合には監査委
員としての職務執行停止仮処分の申請を








（329条 2 項・344条の 2 第 3 項）、その解任
には、株主総会の特別決議が必要とされ










































できる（382条の 2 ）。 
韓国会社法における監査委員会設置会社の意義（序説） －１７５－












（399条の13第 1 項 1 号ハ・ 2 項）、かつ、
監査等委員会の職務を補助すべき使用人
等に関する事項を決定すべきことが要求



























が準用される（393条の 2 第 5 項）。
その他に、監査委員会は会社の費用で弁護
士、公認会計士等の専門家の助力を求める
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3  監査委員会設置会社に対する法規制 
（ 1 ） 監査委員会の設置、構成および監査委員の資格 







法415条の 2 第 1 項）が、監査委員会を設置した場合は、監査役を置くことは
できないとする（同法415条の 2 第 1 項）。韓国の資産総額、資本金の規模に
よって示すと以下のとおりである。
















査役を置くことはできない同法415条の 2 第 1 項。 
資産総額 2 兆ウォン以上 監査委員会を設置しなければならない。 

監査委員会は、 3 名以上の監査委員で構成され、そのうち監査委員の代表
を含む 2 人以上が社外取締役であることを要する（商法415条の 2 第 2 項）。











は会計または財務家でなければならない同法542条の11第 2 項 1 号。これは
アメリカの SOX法7)の影響を受けたもので、会計監査機能を強化するためで
あると思われる。監査委員の 2/3 以上が社外取締役でなければならず、かつ、
監査委員会の代表も社外取締役でなければならない（同法542条 2 項本文及び 
















                                                                 
 6) 2009年 1月 30日（法律第 9362号）に国会を通過し、2009年 2月 4日に施行され
た。 
 7) 上場企業会計改革及び投資家保護法（Public Company Accounting Reform and Investor 
Protection Act of 2002：サーベンス・オクスリー法、SOX法） 
 8) 大規模上場会社が監査委員会を設置しなかった場合は、5千万ウォン以下の課徴金









で定める者10)（同法542条の 8 第 2 項、542条の10第 2 項、商法施行令36条 2 項）
に該当する監査委員は資格を喪失するものとされている。


















                                                                 
10) 大統領令で定める者は、ⅰ会社の常務に従事する取締役の配偶者および直系尊・卑
属、ⅱ系列会社の常務に従事する取締役、使用人および最近 2年以内に常務に従事














法412条の 4 第 2 項）。このような監査委員会の権利行使に対して、子会
社は、正当な理由がないときには同項の報告又は調査を拒むことができ
ない（同法412条の 5 第 3 項）とされている。また、各監査委員は取締役

















ができる（同法412条の 3 第 1 項）。この請求があった後、取締役会が遅





第 2 項、366条 2 項）。 











ともできる（同法415条の 2 第 4 項）。②取締役会内の他の委員会が決議した
事項は取締役会が変更することができるが、監査委員会が決議した事項は取
締役会が変更することができない（同法415条の 2 第 6 項）。これは監査委員
会の独立性を確保するため2009年商法改正により新たに導入されたもので
ある。③その他にも、監査委員会は会社の費用で弁護士、公認会計士等の専
































                                                                 
13) 取締役の責任に関する規定を適用すれば、取締役会の決議に賛成した取締役の責任
に関する規定（商法 399条 2項、401条 2項）により、賛成した監査委員も会社や
第三者に対して責任を負うことになる。しかし解釈論としては商法が監査委員会に
つき明文で監査役の責任に関する 414条を準用している以上は、賛成した監査委員




の 2第 1項）し、またその権限を委員会に委ねることができる（同法 393条の 2第
2項）。 























































の 4 分の 1 以上の社外取締役を選任すべきとの前記の「有価証券上場規程」
の影響によるものであった。そのため、大部分の上場会社では、取締役の総














内に会社の常務に従事した取締役および使用人（同条 3 項 1 号）、②最大株主
が自然人の場合、その本人、配偶者および直系尊属・卑属（同条 3 項 2 号）、
③最大株主が法人の場合、その会社の取締役・監査役・執行役（同条 3 項 3 号）、
④取締役の配偶者および直系尊属・卑属（同条 3 項 4 号）、⑤当該会社の親会
社または子会社の取締役・監査役および使用人（同条 3 項 5 号）、⑥当該会社
と取引関係等重要な利害関係を持つ会社の取締役・監査役・執行役および使
用人（同条 3 項 6 号）、⑦当該会社の取締役および使用人が取締役となってい











律第 6176号）である。同法 2条 19項において、「社外取締役」の定義を定める一
方、資産総額 2兆ウォン以上の大規模上場会社は取締役総数の過半数以上は社外取
締役でなければならないとし、かつ、3人以上でなければならないとした（証券取
引法 196条の 16、同法施行令 84条の 23第 1項・2項）。 






























                                                                 
20) 本稿では、対象となる上場会社は「大統領令で定める」としているが、これにあた
る施行令では資産総額が 70億ウォン以上の株式としている（同法施行令第 2条第 1
項 1号）。 





欠員を補わなければならない（商法542条の 8 第 3 項）。第 2 に、大規模上場
会社は社外取締役候補推薦委員会21)を設置しなければならないし、社外取締
役の員数は取締役の過半数以上から構成されなければならない（同法542条



















                                                                 


















































い（商法415条の 2 第 2 項）。また、韓国の2009年商法改正では、上場会社の
取締役の 1/4 以上は社外取締役でなければならず、監査委員会の設置が義務
付けられる大規模上場会社では、社外取締役 3 名以上で、取締役の過半数で
あることを必要としている（同法542条の 8 第 1 項）26)。監査委員会の権限を
強化するために、取締役会の中の 1 つ委員会が決議した事項は取締役会が変
更することができるが、監査委員会が決議した事項は取締役会が変更するこ
とができない（同法415条の 2 第 6 項）。また、社外取締役制度の実効性を図
るための大規模上場会社に対して「社外取締役候補推薦委員会」の仕組みを
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